                                       　　　　　　　　　  令和　　年　　月　　日
プロポーザル参加資格審査申請書
　北海道知事　様
（法人名）
申請者
 　（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　印
令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務のプロポーザルに参加したいので、関係書類を添付して申請します。
〈概　要〉
	ふ り が な
事業者名
	

	所 在 地
	〒　　　　－


	ホームページ
アドレス
	

	電話番号
	
	Ｆ Ａ Ｘ 番 号
	

	資本金又は資本金
に相当する財産
	
	従業員数
	

	設立時期
	
	連絡用ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	 （担当者氏名）
　　電話　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX




〈主たる業務〉
	


〈総括責任者及び業務担当者〉
　○総括責任者
	氏　　　名
	役　　　　職
	経験年数
	主な業務経歴

	
	
	
	


　○業務担当者（複数の場合は、全て記載願います。）
	氏　　　名
	役　　　　職
	経験年数
	主な業務経歴

	
	
	
	


〈過去の実績〉
　過去３年間において国・地方公共団体又は民間事業者との間で契約・履行した類似・関連業務の実績を記載してください。（国・地方公共団体の実績がありましたら、優先的に記載してください。）
	契　約　名
	発　注　者
	完了年月
	事業費（千円）
	業　務　概　要

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


〈道内の営業拠点等〉　
	拠　点　名
	住　　　　　所
	連　絡　先
	担 当 者

	
	
	
	

	
	
	
	


〈資格要件〉
１　単独法人又は複数法人等（法人又は個人を含む。）による複合体（以下「コンソーシアム」という。）とする。
２　単独法人又はコンソーシアムの構成員は、次の要件を全て満たしていること。
	
	要　　　　　件
	該　当　事　項

	（１）
	地域共生社会の構築や地域の生活課題の解決のための体制整備等に関する事業の取組実績があり、本事業の趣旨を理解し、事業を適切、公正、中立、かつ効率的に実施できる者であること。
	はい　・　いいえ

	（２）
	道内に本事業実施が可能な拠点を有すること（本事業の受託後、新たに有する予定である場合を含む）。
	はい　・　いいえ

	（３）
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項に規定する者でないこと。
	はい　・　いいえ

	（４）
	地方自治法施行令第167条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者ではないこと。
	はい　・　いいえ

	（５）
	　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
	はい　・　いいえ

	（６）
	暴力団関係事業者等でないこと。また、暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札等への参加を除外されていないこと。
	はい　・　いいえ

	（７）
	宗教活動又は政治活動を目的とした団体でないこと。また、特定の公職者（その候補者を含む）若くは政党を推薦し、支持し又はこれらに反対することを目的とする団体でないこと。
	はい　・　いいえ

	（８）
	道税（個人道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）を滞納している者でないこと。
	はい　・　いいえ

	（９）
	本社が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）を滞納している者でないこと。
	はい　・　いいえ

	（10）
	　消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。
	はい　・　いいえ

	（11）
	　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務の履行（当該届け出の義務がない場合を除く）
	している　・　していない　・　義務なし

	（12）
	　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務の履行（当該届け出の義務がない場合を除く）
	している　・　していない　・　義務なし

	（13）
	雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出の義務の履行（当該届け出の義務がない場合を除く）
	している　・　していない　・　義務なし

	（14）
	特定非営利活動法人の場合は、直近２年度分の特定非営利活動促進法第29条に定める事業報告書等を所管庁へ提出していること
	はい　・　いいえ

	（15）
	コンソーシアムを構成する各団体等が明確であり、それぞれが法人格を有し、かつ上記（３）から（14）の要件を満たしていること。

構成員間における協定書等において、事故が起きた場合の責任の所在が明確になっていること。

　コンソーシアムの構成員が単体の法人又は本事業における他のコンソーシアムの構成員として参加する者でないこと。
	はい　・　いいえ


【注意事項】
１　提出に当たっては、代表者印を忘れずに押印してください。

なお、支店長などで、代表権の無い方の代表者印で提出する場合は、この申請に関する委任状を添付する必要がありますので、ご注意ください。（別添「見本」参照）

２　様式の規格Ａ４版縦とします。

３　記載スペースが足りない場合には、任意様式により提出してください。

４　提出部数　１部

５　提出期限　令和６年２月29日（木）午後５時必着
【添付資料】
１　法人の登記事項証明書又は登記簿謄本の写し（コンソーシアムの場合は、構成員すべてのもの）
２　契約履行実績を確認できる資料（契約書又は請書等の写し、成果品等。また、コンソーシアムの場合は、構成員すべてのもの）
３　暴力団関係事業者ではないことを誓約する誓約書　※原本　(別添「誓約書」参照)

４　コンソーシアムの場合は、協定書の写し

５　道税事務所又は振興局が発行する道税（道が賦課徴収するものに限る。）に関する納税証明書（発行後３か月以内のもの)

６　本店が所在する都府県が発行する事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）に関する納税証明書（発行後３か月以内のもの）

７　税務署が発行する消費税及び地方消費税に関する納税証明書(発行後３か月以内のもの)

８　健康保険の届出義務を履行している事実を証する書類（過去1年間の状況が確認できる（１）～（３）のいずれか）

の写し

（１）納入告知書

（２）資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書

（３）適用通知書

９　厚生年金保険の届出義務を履行している事実を証する書類（過去1年間の状況が確認できる（１）～（３）のいずれか）の写し

（１）納入告知書

（２）資格取得確認書及び標準報酬月額決定通知書

（３）適用通知書

10　雇用保険法の届出義務を履行している事実を証する書類（過去１年間の状況が確認できる（１）～（３）のいずれか）の写し

（１）保険関係成立届

（２）領収済通知書

（３）概算・確定保険料申告書（控）
　 見　本 
委　　任　　状
令和　　年　　月　　日
　北海道知事　鈴木　直道　様
住住　　所
商号又は名称
氏　　名

住所
私は、次の事項について、　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、
　　　　　　　　　　　　　氏名
次の権限を委任します。　　　
記
１　契約事項
　　令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務
２　委任期間
　　令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
３　委任事項
　　プロポーザル参加資格審査申請書の提出に関する権限
　以下余白
…………………………………………以下は、様式に含みません……………………………………………
注１　代理人が「プロポーザル参加資格審査申請書」を提出する場合の委任状の見本です。
２　復代理人が提出する場合は、別添の記載例を参考にしてください。
３　契約に係る権限等も含めて支社、支部に委任する場合は、今回提出する委任状の委任事項に見積書提出、契約締結、代金請求、受領、契約に関する一切の事項も続けて記載できます。
【委任状記載に当たっての記載例】
記載例①　代理人が提出する場合
	委　　任　　状
令和　　年　　月　　日
　北海道知事　鈴木　直道　様
住所　札幌市○○区○○○□丁目◆◆
商号又は名称　○○法人　□　□　□　□
代表者氏名　◎　◎　◎　◎　　印

私は、次の事項について、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 を代理人と定め、次の権限を委任します。
記
１　契約事項
令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務
２　委任期間
令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
３　委任事項
プロポーザル参加資格審査申請書の提出に関する権限


記載例②　復代理人が提出する場合（次の２枚が必要です）
	委　　任　　状
令和　　年　　月　　日
　北海道知事　鈴木　直道　様
住所　東京都○○区○○○□丁目◆◆
商号又は名称　○○法人　□　□　□　□
代表者氏名　◎　◎　◎　◎　　印

私は、次の事項について、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、次の権限を委任します。
記
１　契約事項
令和５年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務

２　委任期間
令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
３　委任事項
プロポーザル参加資格審査申請書の提出に関する権限
復代理人の選任に関する権限

	委　　任　　状
令和　　年　　月　　日
　北海道知事　鈴木　直道　様
住所　東京都○○区○○○□丁目◆◆
商号又は名称　○○法人　□　□　□　□
代表者氏名　◎　◎　◎　◎
上記代理人
住所　札幌市○○区○○○□丁目◆◆
名称　○○法人　□□□□北海道支部
氏名　支部長　◇　◇　◇　◇　　印

私は、次の事項について、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 を復代理人と定め、次の権限を委任します。
記
１　契約事項
令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務

２　委任期間
令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
３　委任事項
プロポーザル参加資格審査申請書の提出に関する権限


コンソーシアム協定書（見本）
（目　的）
第１条　本協定は、コンソーシアムを設立して、北海道の発注に係る、令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務（以下「本業務」という。）を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。
（名　称）
第２条　本協定に基づき設立するコンソーシアムは、令和５年度重層的支援体制整備事業業務受託コンソーシアム（以下、「本コンソーシアム」という。）と称する。
（構成員の住所及び名称）
第３条　本コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。
　　（１）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（２）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（３）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
　　（４）北海道○○市○○町○○
　　　　　○○○○
（幹事企業及び代表者）
第４条　本コンソーシアムの幹事法人は、○○○○とする。
２　本コンソーシアムの幹事法人を本コンソーシアムの代表者とする。
（代表者の権限）
第５条　本コンソーシアムの代表者は、本業務の遂行に関し、本コンソーシアムを代表して発注者と折衝する権限並びに本コンソーシアムの名義をもって委託料の請求、受領及び本コンソーシアムに属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の連帯責任）
第６条　本コンソーシアムは、それぞれの分担に係る進捗を図り、本業務の執行に関して連帯して責任を負うものとする。
（分担受託額）
第７条　各構成員の業務の分担は、次のとおりとする。ただし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
２　前項に規定する分担受託額については、運営委員会が定め発注者に通知する。発注者との間で契約内容が変更されたときも同様とする。
　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員名）
　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員名）
　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員名）
　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員名）
（運営委員会）
第８条　本コンソーシアムは、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営にあたるものとする。
（業務処理責任者）
第９条　本コンソーシアムはその構成員の中から、本業務の遂行に関する業務処理責任者を選出し、本業務に係わる指揮監督権を一任する。
（業務担当責任者及び業務従事者）
第１０条　本コンソーシアムの各構成員の代表者は、業務処理責任者の下で本業務の遂行業務に従事する業務担当責任者及び業務従事者を指名する。
（取引金融機関）
第１１条　本コンソーシアムの取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本コンソーシアムの代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（構成員の個別責任）
第１２条　本コンソーシアムの構成員がその分担に係る本業務の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき事由により発注者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第１３条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。
（業務途中における構成員の脱退）
第１４条　構成員は、本コンソーシアムが業務を完成する日までは脱退することができない。
（業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第１５条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成するものとする。
（解散後のかし担保責任）
第１６条　本コンソーシアムが解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第１７条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
（管轄裁判所）
第１８条　本協定の紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
　代表者幹事法人○○○○外○社は、上記のとおり本コンソーシアム協定を締結したので、その証として本正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については委託契約書に添えて発注者に提出する。
令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員　（所在地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（名　称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
コンソーシアム協定書第７条に基づく協定書（案）
　北海道の発注に係る下記業務については、コンソーシアム協定書第７条の規定により、本コンソーシアム構成員が分担する受託額を次のとおり定める。
記
１　業務名　令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務
２　分担受託額（消費税及び地方消費税の額を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員）　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員）　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員）　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　　　　　業務（構成員）　　　　　　　　　　円
　代表者幹事法人○○○○外○社は、上記のとおり分担受託額を定めたので、その証拠としてこの協定書正本○通及び副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については委託契約書に添えて発注者に提出する。
　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　代表者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
　　　　　　　　　　　　構成員　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者
誓　　約　　書
北　海　道　知　事　　様
当社は、北海道が実施する令和６年度重層的支援体制構築に向けた後方支援事業委託業務のプロポーザルに参加するに当たり、暴力団関係事業者に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。
上記の誓約に反することが明らかになった場合は、プロポーザル参加資格を制限されても異存ありません。
また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。
令和　　年　　月　　日
所 　在　 地　〒
商号又は名称  
代 　表 　者　　　　　　　　　　　　　　　　印
※暴力団関係事業者とは、次のものをいう。
①　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）
②　暴力団員（同法同条第６号に規定する暴力団員をいう。）が実質的に経営を支配する事業者
③　暴力団と密接な関係を有する事業者
住所　札幌市◇◇区◇◇◇■丁目□□


名称　○○法人□□□　◇◇◇事業所


氏名　所長　◇　◇　◇　◇





住所　札幌市○○区○○○□丁目◆◆


名称　○○法人　□□□□北海道支部


氏名　支部長　◇　◇　◇　◇





住所　札幌市◇◇区◇◇◇■丁目□□


名称　○○法人□□□□北海道支部　◇◇◇事業所


氏名　所長　◇　◇　◇　◇








